令和２年度版
団員１０名以上に満たない単位団の登録申請の受理について
福島県スポーツ少年団
  ◇日本スポーツ少年団登録規程施行細則

　
・第２条３項　単位スポーツ少年団は原則として団員１０名以上と指導者２名以上で構成さ
れる。また、２０歳以上の指導者、役員またはスタッフ２名以上の登録を必
須とする。なお、指導者は少なくとも２名以上をスポーツ少年団の理念を学
んだ者（2019 年度にスポーツ少年団認定育成員・認定員の資格を保有してい
た者またはスタートコーチ（スポーツ少年団）資格保有者としなければなら
ない。ただし新規登録単位スポーツ少年団の指導者は、年度内に資格を取得
すればよいものとする。

１　団登録に関する県本部の基本的な考え方
　　　「単位団は①団員１０名以上と②２０歳以上の指導者、役員またはスタッフ２名以上（指導者は少なくとも２名以上のスポーツ少年団の理念を学んだ者）で構成される」と登録要件が明記され、厳しく遵守することが求められている。
　　　①は団としての集団活動の継続、交流会や競技会への参加等、団活動の成立要件に配慮した下限の目安として、②は団の組織運営の充実や安全・安心な団活動のために記されたものと考える。
　　　上記の単位団登録要件①②を満たさない単位団の登録更新の受理について、基本的な対応は下記のとおりとする。
２　団員数１０名未満の単位団が登録更新を求めた場合
〔対応１〕他の同一競技種目や同一の活動内容の単位団との合併や統合を勧める。
    この場合、隣接する市町村や学区の枠を越えた合併等の可能性についても配慮する。
〔対応２〕異なる競技種目や活動内容の単位団との合併や統合を勧める。
     この場合、内部的には種目別や地域別的な活動部、グループが存在し、各々に責任者（旧団の代表指導者等）を置く形態についても配慮する。

   《 例 Ａ 》　○○スポーツ少年団     ソフトボール部
                　                     ミニバスケットボール部     
                                       女子バレー部
   《 例 Ｂ 》　□□スポーツ少年団     大町班（元 △△スポーツ少年団）
            　                        中町班
〔対応３〕将来的には再び分離し独自の単位団として活動することを前提に、登録更新
をする単位団の構成員として登録し、並行して活動を継続するよう勧める。
          この場合、団内部での組織形態は、対応２の例示に準ずる。

◇ 合併や統合等を勧める上での予想される課題 ◇
        指導者相互の役割　／　団登録の所在地　／　練習場所の確保　／　移動の手段
        活動への市町村からの助成   ／　名称や活動歴の継承  ／　
〔対応４〕１０名未満でも、対外的な活動に参加できる種目（個人種目や競技）の単位団は、対応１～３の方法を勧めた結果、調整できなかった場合に限り団員の獲得に努めることを条件に受理する。その場合は、事前に県本部に当該団名を報告するとともに、その状況と対応の結果等について協議する。
　　　　※　「登録申請受理願（団員用）」提出
〔対応５〕以上のどの方法にも該当しない単位団で、各市町村における青少年健全育成

        上の重要な組織であり、存続により地域での多大なる貢献が期待できる場合は、市町村本部長より、県本部長宛に添え書き（書式自由）を提出する。
          その場合は、年間活動継続の可能性等について事前に県本部と協議する。
対応１～３の結果、市町村本部で調整できなかった場合、さらには対応４から５までに該当しない単位団は、残念ながら登録更新が受理できない旨を、市町村本部長は代表指導者に直接連絡する。
